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機構改正のお知らせ 

 

当社は 2025年 10月 1日付で、下記の通り機構改正を実施しますのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．機構改正の内容 

（１）社長室（新設） 

 全社的な観点での情報収集、分析を行い、経営戦略立案をサポートする社長管轄の専門部署

として新設する。 

 

（２）水産加工事業本部 水産加工部（新設） 

 ①加熱用水産加工品の買付、加工、販売を担う専門部署を新設する。従来、水産事業本部の

各部と業務食品部で行っていた業務を集約することで、効率化を図り、水産物の付加価値

加工品の販売拡大を図る。 

これに伴い、「食品事業本部 業務食品部 業務食品第三課」は廃止する。 

 ②東京支社、名古屋支社、大阪支社、福岡支社に水産加工課を設置。 

 

（３）海外事業本部の廃止及び海外事業部の改組 

 ①海外事業部が担っている輸出販売業務を各商材の国内販売担当各部署へ移管。国内・海外

向けの買付・在庫管理を一本化し、調達力及び供給力の強化を図る。 

 ②「海外事業本部」は廃止し、海外 M&A を推進する「海外事業戦略部」は「海外事業部」

に改称し、海外事業全般を管理する。 

 

（４）水産事業本部 水産第一部 水産第二課（担当商材の変更） 

海外で人気が高まる日本産ホタテをはじめとした貝類を専門的に取り扱う課とし、輸出を含

めた売上拡大を図る。 

【変更前】水産第一課：北洋魚 

水産第二課：南方魚、鯵鯖鰯、その他近海魚、貝類 

【変更後】水産第一課：北洋魚、南方魚、鯵鯖鰯、その他近海魚 

水産第二課：貝類 

以上 


